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特定を補助するため、汚染の範囲特定に資する被災情報を府に直ちに報告する。

また、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、被ばく線量の管理を

行いつつ、活動を実施させる。 

イ 生物剤による攻撃の場合 

町は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、関係機関が行う汚

染の原因物質の特定等に資する情報収集などの活動を行う。  

ウ 化学剤による攻撃の場合 

町は、措置に当たる要員に防護服を着用させるとともに、関係機関が行う原

因物質の特定、汚染地域の範囲の特定、被災者の救助及び除染等に資する情報

収集などの活動を行う。 

 (6) 要員の安全の確保 

 町長又は関係消防組合の管理者若しくは長は、危険が及ばないよう防護服を

着用させるほか、武力攻撃災害の状況等の情報収集に努め、当該情報を速やかに

提供するなどにより、応急対策を講ずる要員の安全の確保に配慮する。 

 

 

 

  第５節 保健福祉・衛生  

 

 町は、避難先地域においては、常に良好な衛生状態を保つように努め、特に、高齢 

者、障害者等災害時要援護者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行うとともに、

府及び社会福祉協議会等関係団体と協力し、必要な福祉サービスが継続的に実施でき

るよう努める。 

 また、町は、府と連携して、保健医療関係者による巡回健康相談等を実施し、必要 

に応じ、健康相談等窓口を設置する。  

 

１ 防疫活動 

 町は、感染症法（感染症名はｐ103参照）・結核予防法及び災害防疫実施要綱（厚

生労働省）及び国民保護法第121条の規定による特例に基づき、府と緊密な連携を

とりつつ、患者等の人権に配慮しながら、防疫活動を実施する。  

ア 府の指導、指示により、次の防疫活動を実施する。 

ⅰ 消毒措置の実施（感染症法第27条） 

ⅱ ねずみ族及び昆虫等の駆除（感染症法第28条） 

ⅲ 避難所の防疫指導 
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ⅳ 臨時予防接種（予防接種法第６条） 

ⅴ 衛生教育及び広報活動 

イ 防疫に必要な薬品を調達、確保する。  

ウ  自らの防疫活動が十分ではないと認められるときは、府に協力を要請する。  

エ  その他、感染症法等により、府の指示を受け必要な措置を行う。  

 
【参 考】 

類 型 感 染 症 名 

一類感染症 

エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、重症急性呼吸器

症候群（病原体がＳＡＲＳ コロナウィルスであるものに

限る。）、痘そう、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱 

二類感染症 
急性灰白髄炎、コレラ、細菌性赤痢、ジフテリア、腸チフ

ス、パラチフス 

三類感染症 腸管出血性大腸菌感染症 

指定感染症 インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１） 

 

２ 食品衛生監視活動 

 町は、避難先地域における食中毒等の防止をするため、府と連携して、食品等の

衛生確保のための措置を実施する。 

 

３ 飲料水衛生確保対策 

 (1) 町は、避難先地域における感染症等の防止をするため、府と連携して、飲料水

確保、飲料水の衛生確保のための措置及び飲料水に関して保健衛生上留意すべき

事項等について、住民への情報提供を実施する。 

 (2) 町は、地域防災計画の定めに準じて、水道水の供給体制を整備する。 

 (3) 町は、水道施設の被害状況の把握を行うとともに、供給能力が不足する、また

は不足すると予想される場合については、府に対して水道用水の緊急応援にかか

る要請を行う。 

 

４ 避難住民等の健康維持活動 

 町は、府と連携して、避難住民等の健康状態、栄養状態を十分に把握するととも

に、助言、加療等、避難住民等の健康維持に必要な活動を実施する。 

 (1) 巡回相談等の実施 

ア 避難住民等の健康管理や生活環境の整備を行うため、避難所、社会福祉施設
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及び応急仮設住宅において、保健師等による巡回健康相談、訪問指導、健康教

育、健康診断等を実施する。 

イ 避難住民等の栄養状況を把握し、食料の供給機関等との連絡をとり、給食施

設や食生活改善ボランティア団体の協力を得て、不足しやすい栄養素を確保す

るための調理品の提供や調理方法等の指導を行う。 

ウ 高度医療を要する在宅療養者を把握し、適切な指導を行う。 

 (2) 心の健康相談等の実施 

ア 災害による心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）、生活の激変による依存症

等に対応するため、心の健康に関する相談窓口を設置する。 

イ 環境の激変による精神疾患患者の発生、通院患者の医療中断状況を踏まえて、

臨機に精神科救護所を設置する。 

 

５ 福祉サービスの提供 

 町は、府と連携して、被災した高齢者・障害者等に対して、被災状況やニーズの

把握に努めるとともに、関係団体と協力して、継続的に福祉サービスの提供を行う。  

 (1) 福祉ニーズの把握 

町は、被災した高齢者、障害者等に対して、必要な福祉サービスが組織的、継

続的に提供できるよう、府と連携して、福祉ニーズの迅速な把握に努める。 

また、被災により保護者を失う等の要保護児童の迅速な発見、保護に努める。 

 (2) 支援活動 

町は、府と連携して、被災した高齢者、障害者等に対して、関係団体と協力し、

ホームヘルパーの派遣等必要な在宅福祉サービスの継続的な提供に努める。 

 

 (3) 緊急入所等 

町は、府と連携して、被災により、居宅、避難所等で生活できない高齢者、障

害者等について、本人の意思を尊重した上で、福祉型避難所への避難又は関係団

体の協力を得て、社会福祉施設への緊急一時入所を迅速かつ円滑に行う。 

 

６ 応援要請 

 町は、防疫活動、食品衛生監視活動、健康維持活動及び福祉サービスの提供にお

いて、町単独での対処が困難になった場合は、府及び近隣市町村に応援を要請する。 

 

７ 動物の保護等に関する配慮 

町は、「動物の保護等に関して地方公共団体が配慮すべき事項についての基本的
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な考え方について（平成１７年８月３１日付け環境省自然環境局総務課動物愛護管

理室及び農林水産省生産局畜産部畜産企画課通知）」を踏まえ、危険動物等の逸走

対策、要避難地域等において飼養又は保管されていた家庭動物等の保護について、

所要の措置を講ずるよう努める。  

 

 

 

  第６節 廃棄物の処理 

 

 町は、府と連携して、廃棄物処理法及び国民保護法第124条の規定による特例に基

づき、し尿、ごみ及びがれきについて、被災地の衛生状態の保持及び復旧活動の円滑

な促進のため、適正な処理を実施する。  

 

１ し尿処理 

 (1) 初期対応 

ア 上水道、下水道、電力等ライフラインの被害状況と復旧見込みを勘案し、避

難所をはじめ被災地域（安全な地域に限る。）におけるし尿の収集処理見込み

量及び仮設トイレの必要数を把握する。 

イ し尿処理施設の被害状況と復旧見込みを把握する。 

ウ 被災者の生活に支障が生じることのないように、高齢者、障害者に配慮しつ

つ、速やかに仮設トイレを設置する。 

 (2) 処理活動 

ア 速やかに、し尿の収集処理体制を確保する。 

イ 消毒剤、消臭剤等及び散布機器を確保し、仮設トイレの衛生状態を保つ。 

ウ 必要に応じて、府、隣接市町村、関係団体に応援を要請する。 

 

２ ごみ処理 

 (1) 初期対応 

ア 避難所をはじめ被災地域（安全な地域に限る。）におけるごみの収集処理見

込み量を把握する。 

イ ごみ処理施設の被害状況と復旧見込みを把握する。 

 (2) 処理活動 

ア 被災地の生活に支障が生じないように、ごみの収集処理を適切に行う。 

イ 必要に応じて、仮置場、一時保管場所を設置する。 


